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 ただいまご紹介いただきました土地情報課長の周藤です。

この６月１日に就任したばかりで、まだ所管業務に熟達し

ているわけではございませんが、毎年恒例の土地白書を去

る６月１１日、内閣を通して国会に提出させていただきま

したので、その内容とそれに関する土地政策の動向等につ

きまして、お話をさせていただきます。 
土地白書の本体は２部構成になっており、分厚い方が平

成１５年度に講じた施策、薄い方が平成１６年度に講じよ

うとする施策です。これらを皆様にお配りしてお話しすれ

ばよろしいかと思いますが、部数が足りないことと、７月

末に参考資料編も含めたものが財務省印刷局から出版され

る予定ですので、本文の内容はそちらをお買い求めいただ

くようお願いします。皆様方のお手元に用意した資料は、

土地白書の要旨とグラフ・表を掲載したデータ集です。こ

れをもとにお話をさせていただきたいと思います。 
本日は白書の話をご説明させていただくのですが、その

中で一部は個人的見解を述べることがあります。それはあ

くまで私の個人的見解ということで、そこは忖度して聞い

ていただければと思います。 
 
 
■平成１６年度土地白書の特徴 
 
土地白書は土地基本法１０条に基づき、毎年作成して国

会に報告する、いわゆる法定白書です。したがって、基本

的な構成や内容は、毎年大きく変わるものではありません

が、今年についての特徴を申し上げますと、石原大臣のご

意向もあり、地価バブル期以降のこれまでの土地市場の動

向や政策の動向について現時点で振り返って、取りまとめ

といいますか、総括をするということと、それから、特に

政策のあり方について今後見直すといいますか、一種の転

換期にあるのではないかという認識のもとに、今後２１世

紀の土地政策いかにあるべきかを考える基本的な視点、方

向性を打ち出そうという意図で作らせていただいたという

のが特徴です。 
 
 
■土地をめぐる状況の変化 
 
それでは、お手元に配布した要旨に従って、具体的にお

話をさせていただきます。我が国の土地市場は、実需中心

の市場へと構造的に変化しており、利便性あるいは収益性

といった利用価値によって価格が形成される傾向が一層強

まっている。これが現在の土地市場に対する私どもの認識

を示したものです。地価バブル期に横行しました仮需要に

よる市場の大きな動き、市場を支配していた動きというも

のが、現時点では既に剥落しているという認識に立ってい

ます。 
こうした中で、地価は全国平均で１３年連続下落してい

ますが、今年の地価公示、すなわち昨年１年間の地価の動

向を見たものでは、東京都の区部、それからその周辺地域

におきまして、上昇あるいは横ばいの地点が増加していま

す。下げ止まりの傾向が強まっているという言い方をして

います。ただ、これについてはご批判といいますか、ご意

見のある方もおられるようです。必ずしも国土交通省とし

て一種の下げどまり宣言、あるいは地価下落の打ちどめ宣

言をしたものではもちろんないわけで、こういったところ

も見られると。即ち、全国的に見て下落しているというマ

クロ現象がある一方で、すべてのミクロの地点でも妥当す

るわけではなくて、場所場所によって上昇しているところ、

あるいは横ばいのところも出てきているという、「地価の個

別化」が進んでいる。平たく言いますと土地もやはり負け

組と勝ち組というのが出てきているというのが現状であっ

て、必ずしも下落傾向のストップ宣言をするといったとこ
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ろまでは多分行ってないんだろうと思います。 
そして、こうした傾向は名古屋、札幌、福岡といった地

方中枢都市でも一部現れてきており、地価の動向に変化の

兆しも見られるようになっているということです。こうい

った動きが、今後どういうふうに展開するんだろうかとい

う疑問が浮かぶのですが、こういった変化の兆しのみられ

るところというのは、よく調べてみますと個別個別にきち

んとその理由が説明できるというところで、特定の開発事

業があるといったことによって、その地点において評価が

改まって地価の下落から上昇に、あるいは下落から横ばい

に変化しているわけで、それが必ずしも都市あるいはエリ

ア全体に一般的に広がる傾向にあるとまでは断言できない

と思います。こうした動きは、国民の重要な資産である土

地等の不動産の価値を適切に確保するという観点から望ま

しいというふうに考えられるわけです。 
また、不動産取引市場、あるいは土地利用についても新

しい動きがみられます。具体的には後で説明しますが、全

国の土地取引件数は減少傾向にありますが、東京の都心部

を中心に取引が活発化している傾向にあります。また、不

動産証券化といった新しい形の土地需要が拡大しています。

さらに都市部においては、工場用地が住宅あるいは商業施

設などに利用転換されているところも見られます。住宅の

都心回帰現象も継続しています。 
こういうふうに、近年の土地をめぐる状況に変化が表れ

てきておりまして、土地政策についても、これまでの施策

を検証し、今後のあり方を再検討すべき転換点にあるとい

う認識を持っています。以下、各論的に申し上げたいと思

います。 
 
 
■地価下落の影響 
 
まず、地価下落の影響と個人、あるいは企業の意識の変

化を見てみたいと思います。地価バブルの崩壊から現在ま

での地価下落によって法人や個人の活動、生活にいろいろ

な影響を与えて、それが国民の意識にも変化をもたらして

います。地価下落の影響には、マイナスの影響とプラスの

影響両方あるのですが、個人、企業それぞれに分けてみま

すと、地価下落の個人にとってのマイナスの影響としては、

一つは保有資産の目減りとそれによる消費の抑制という、

いわゆる逆資産効果があります。それから、不動産価格の

高いときに住宅を取得した方の買換えの困難化が挙げられ

ます。企業にとっては含み損の拡大、それから土地の担保

価値の下落による資金調達の困難化といったマイナスの影

響があります。 

他方、プラスの影響としては、新たに住宅を取得する方

にとっては、当然地価下落は取得しようとする住宅の価格

の下落ということに結びつきますから従前よりは容易に取

得できるようになる、住宅の取得能力が相対的に向上する

というプラスの影響があります。あるいはより利便性の高

い地域での生活が可能となり、広い意味での生活コストが

下がるという効果もあります。それから、企業にとっては

事業コスト、特に不動産関係のコストが削減できるわけで

すから、経済活動が活発化するということで、特にいわゆ

る元気のよい勝ち組の企業にとってみれば、これから事業

を拡大する上でのコストの低減という効果が非常に大きい

ということが言えます。それから、既に多くの保有不動産

を持っている企業は売却を促進していますが、それによっ

て放出された土地の利用の促進、あるいはその過程での手

法の一つとして証券化の拡大によって不動産証券化市場を

形成、発展、拡大していくプラスの影響があるということ

で、いろいろな影響があるということが言えます。 
 
 
■国民の意識 
 
国民の意識については毎年アンケート調査をやっており、

110ページのグラフです。平成５年から１２年までですが、

地価が下落あるいは横ばいになっていることに対してどう

思うかということをずっと聞いていますが、好ましいとい

う方が地価バブル期崩壊直後は非常に多かったのですが、

それがだんだん減っている状況にあります。他方で、好ま

しくないという方もやや増えてきているという状況です。

ですから、地価バブル崩壊後しばらくは、もっと下落した

方がよいという方が非常に多かったのですが、近年に至っ

ては好ましいという方もおられる一方、好ましくないとい

う方もおられるという状況になっています。これは全国の

国民を対象にした調査ですが、平成１２年度までしかあり

ません。それで、今年の２月、インターネットで三大都市

圏と地方の中枢都市の方３，０００人を対象に行った結果

を見ると、地価の下落、横ばいを好ましいと考える方が１

４.８で、全国の平成１２年、９.９と比べると多いという

ことになっています。これは相対的に地価が高い、あるい

は住宅事情が相対的にまだ不十分だという圏域の事情が表

れているのだろうと思います。 
これをさらに詳しく見ますと、やはり持ち家よりも賃貸

住宅の方がもっと下落、横ばいに対して好ましいと思って

いる方の割合が強いということで、これはいわゆる常識的

に見て、そうだろうなと思える結果になっています。 
それから企業について見ますと、現在の地価が事業活動



に及ぼす影響について「非常に良い」、あるいは「良い」と

いう企業が、個人ほど変化はちょっと見にくいかもしれま

せんけど、長期的には少し減ってきている。ただ、平成１

４年から１５年には、また増えてきています。他方、「悪い」、

「非常に悪い」という企業は少し減っている状況にありま

す。 
こういった状況を総体的に見ますと、私の個人的見解で

すが、地価の下落あるいは横ばいに対しての国民・企業の

意識としては、好ましいという方もそれなりにおられるし、

好ましくないという方もそれなりにおられるということで

すから、現時点では、地価そのものを直接的に政策で操作

することまで国民の総体的な意識としては求めていない。

地価そのものに対しては政策的には中立であることを国

民・企業の総体的なコンセンサスとしては求めていると解

すべきではないかと、私は理解しています。 
次に111ページ、土地の資産としての有利性の意識、土

地が預貯金や株式などに比べて有利な資産かということを

聞いていますが、個人の場合、そう思うという方がどんど

ん減っています。平成５年以降どっと減って、１０年から

１１年かけてちょっと増えて、１２年にまた減って、１３

年増えてという感じで少し跛行性が見られますが、平成１

０年以降は意識が比較的安定しているという見方もできそ

うです。 
企業については、個人ほど明確ではありませんが、今後

土地所有が有利であるという企業は、平成５年度は３分の

２ぐらいあったのが、どんどん減り続けていますが、平成

１０年以降ぐらいを境に大体４割ぐらいで少しでこぼこあ

りますが、安定しつつあると見れなくもありません。平成

１０年前後で何か意識が変わったのかなと少し思い返して

みますと、平成９年の山一証券の廃業とか、平成１０年の

長銀の破綻などによる金融不安が生じており、そういう一

種の日本経済の危機をきっかけに国民の意識が少し変わっ

たのかなと。それが、この土地に対する意識に少し表れて

いるのかなという気もしないでもありません。 
これを少し詳しく見ますと、第４図です。これは個人に

ついて持ち家志向か借家志向かを見ていますが、相変わら

ず持ち家志向は非常に強いのですが、平成１３年から１４

年にかけて持ち家志向派が８割を切ったのが、平成１５年

にまた８割に戻っていますので、やはりここら辺では安定

しつつあるのかなというふうにも見れなくもないという感

じです。また、企業に今後、所有が有利となる理由を聞い

ていますが、回答の中で土地は資産として残るという企業

は減っていますが、私が興味深いと思うのは、率としては

少ないんですが、賃貸物件を見つけるのは困難だからとい

う企業の割合がほとんど変わっていない。むしろ最近少し

増えぎみである。というのは、本当は賃貸でもいいんだけ

れども、いい物件がないから所有を志向するという、こう

いう企業意識が一部ではある。しかも、少しずつ増えてい

る。ということであれば、良い賃貸物件を供給すれば、そ

れを受け入れてくれる企業はこれだけいるんだというふう

に見れなくもないと思いました。 
こういうふうに個人、企業とも土地の資産としての有利

性というのは必ずしも強くはなくて、最近、少し安定的な

傾向にあるという見方ができると思います。ただ、減損会

計とか、新しい制度、システムの変更に伴って、どんどん

保有不動産の売却を進める企業もあって、いわゆる所有と

利用の分離が進んでいるということが言えるのですが、他

方、新しく不動産を購入するという、こういう意欲的な企
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業もみられるということで、個人・企業の行動もいろいろ

多様化しているということが言えると思います。 
 
 
■不動産証券化市場の拡大 
 

112ページですが、不動産証券化が導入以後、着実に増

えており、７年間の累計で１２兆７，２５０億円と規模が

非常に拡大しています。また、対象物件の種類、物件の対

象地域もどんどん増えてきており、質的にも量的にも拡大

しているのが、この不動産証券化市場であるという状況で

す。 
特に、先ほど申し上げたような減損会計の対応など、い

わゆる経営改善を目的として企業が不動産を売却される場

合の受け皿として、この不動産証券化市場が受け皿として

活用されていることも注目すべきことだと思います。 
それから、第７図は東京証券取引所の上場企業だけを対

象にしたものですが、不動産取引においてどれだけ証券化

が活用されているかを見たものですが、件数ベースで上場

企業の不動産取引における購入主体別の割合を見てみます

と、ＪリートやＳＰＣなどの広い意味での証券化を使った

件数は徐々に増えておりまして、大体３分の１近くまで増

えています。どんどん増加していく傾向にありますから、

今後さらにこれが増えていくということが予想されるわけ

です。 
売買価格ベースで見ますと、直近では昨年の下期で６割

程度までシェアが伸びています。件数よりも価格ベースの

方がシェアが大きいということですから、件数当たりのロ

ットが大きいと、大規模不動産取引は証券化を通じて行わ

れる傾向がより強くなっていると言ってよいと思います。
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第７図（１）上場企業の不動産取引における購入主体別割合 
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今後ともそれが成長していくことが期待されると思います。 
 
 
■地価及び取引の動向からみた土地市場の変化 
 
地価の動向については３月の地価公示でご案内と思いま

すので、くどくど申し上げませんが、第８図（Ｐ．97）を

見ていただくと、平成１５年と１６年を比べたものですが、

東京都区部の住宅地だけですが、上昇地点の数が平成１５

年の１０カ所に比べて平成１６年が３１で、３倍増えてい

るということで、東京においては上昇や横ばいの地点が増

加して、下げ止まりの傾向が強まっていると言えます。 
ちなみに、名古屋市の商業地、あるいは札幌の住宅地、

福岡の商業地でも一部上昇地点もみられるということで、

これも変化の兆しというふうに申し上げています。これが

本当に本格的にエリア全体、あるいは日本全体での地価の

判定に結びつくかどうかということは、先ほどやや否定的

な話をしました。私が土地総合研究所に在籍しておりまし

た１９９８年、「ＡＥＲＡ」という雑誌の取材を受けまして、

地価が今後の動向がどうなるかということを聞かれたもの

ですから、２０世紀中は下落傾向は続くと申し上げ、それ

が記事に載ったのですが、結果的にはそのとおりだった。

実はその記事には載っておりませんが、取材のときに２１

世紀はどうですかと聞かれました。そんな先のことは確実

なことは言えませんが、地価の上昇、下落に影響を及ぼす

いろんなマクロな要素、基本的な要素、ＧＤＰとか人口の

動向いわゆるファンタメンタルズを考えると、２００５年

ぐらいまではとても上昇する要因は見当たらない。したが

って、２００５年までは引き続き下落するでしょうと１９

９８年に申し上げたんですが、さすがにそれは記事にはし

てくれませんでした。今２００４年ですから、これまでの

ところは当たっているということで、じゃあ来年までそう

かということは今の立場では申し上げられませんが、そん

なことがありましたということを申し上げておきます。 
余談はさておき、114ページの土地取引の状況を見ると、

これは売買による土地取引件数の推移を見たものですが、

平成元年を１００として、全国ベースではほとんど変わら

ないような状況で、地方圏などでやや停滞ぎみということ

ですが、これに対して東京都は近年上昇傾向にありまして、

特に都心５区（千代田、中央、港、新宿、渋谷）を中心に

土地取引は活発になっていることが、この数字でも裏づけ

られると思います。 
 
 

■人口動向の土地・都市への影響 
 

115 ページですが、まず、土地の需給に影響を及ぼす要

因の一番大きなものが人口の動向なのですが、人口は平成

１８年をピークに、世帯数も平成２７年をピークに減少す

る見込みです。昨今の合計特殊出生率の報道などを見ます

と、これはもっと早くピークが来るという厳しい見通しも

あります。かつ社会移動も減少しているわけで、長期的に

見た場合には特に住宅地を中心に土地の新規の需要は減っ

ていくだろうということが予測されますが、他方、東京圏

においては平成８年ごろから、いわゆる都心回帰の現象が

見られるということで都心居住の推進、これは皆様のご案

内のとおりですし、こうした傾向はそれ以外の都市でも見

られるということです。 
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資料：国土交通省「中心市街地活性化の要因と方策に関するアンケート」（平成１６年１月） 

第１０図 中心市街地問題の深刻度 



他方、地方ではいわゆる中心市街地の問題、これが非常

に大きくなっているわけで、115 ページの下の棒グラフに

ありますように、公共施設を整備してほしい、あるいは徒

歩、自転車で交通できるようにしてほしいとか、多くの商

店がほしい、こういった非常に要望が非常に強くなってい

ます。逆に言うと、こういったことを整備していかないと、

この地方の中心都市というのはなかなか活性化しない。地

域再生ということが言われていますけど、具体的にこうい

ったニーズを満たさない限り、なかなか中心市街地の活性

化、あるいは地域再生というのは難しいかなというふうに

思っています。 
これに関連して、第１０図は人口規模別に中心市街地問

題の深刻度を見たものです。ある意味で当たり前といいま

すか、常識的ではありますが、やはり人口規模の小さいと

ころが中心市街地問題が非常に深刻です。「大変深刻であ

る」と考えている都市は５０万人以上ですと８.３％しかあ

りませんが、５万人未満の都市では３１.４％が「大変深刻

である」。「深刻である」が５９.０％なので、これを足しま

すと９割ぐらいの都市が中心市街地問題が深刻である。い

わゆるシャッター通りとか、そういった問題を抱えている

ということです。これは今に始まった問題ではなく、昔か

ら言われていたわけです。 
１９８３年ですから、もう２０年以上も前に佐貫利雄先

生という都市人口論の先生が「成長する都市・衰退する都

市」という本を書かれまして、それを読むと当時既に人口

５万人未満の都市はもう成長しない、衰退するしかないん

だと書いてあり、当時はそれは言い過ぎではないか、地方

振興策を講じれば大丈夫じゃないかと思ったのですが、こ

れまでの経過を見ると佐貫先生のおっしゃるとおり、５万

人以下の都市は非常に厳しい状況にあることが、第１０図

を見ても立証されているといいますか、如実に表れている

と思います。 

次に、世帯あるいはライフスタイルについて見ますと、

116 ページですが、世帯がどんどん小規模化している。ご

案内のとおり、特に若年層と高齢層で単身世帯や二人世帯

が増加しています。そういったことで世帯ニーズが減少す

る、それからライフスタイルも変わっていく、こういった

ことで住宅に対するニーズが多様化している。これはもう

かなり昔から言われていますが、これは引き続き進展して

いるということです。 
第１２図は、高齢者の世帯構成比のグラフですが、単独

世帯と夫婦のみの世帯、つまり高齢者のみで一人か二人と

いう世帯が着実に増えており、もう半分に近づくような状

況です。 
 
 
■団塊の世代の動向 
 
今回の白書では特に団塊の世代を重視して細かく分析を

しています。詳しい内容は後で本文をごらんいただければ

と思いますが、団塊の世代は昨年末時点で５４歳から５６

歳という働き盛りで、全国で１，５００万人ぐらいおられ

ますが、これだけの大量の方が今後ほぼ同時期に職業生活

をリタイアされるということですから、その動きというの

は当然、住宅・土地市場に大きな影響を及ぼす要因になる

わけです。今朝の新聞でも、財務省の関係の研究所のアン

ケートでは、ほぼ同時に大勢退職するからビルの床が余っ

て、地方都市では大変なことになる、この霞ヶ関ビル２２

棟分ぐらいビル床需要がなくなるという衝撃的な記事があ

りました。そこまで急激なショックはないと思いますが、

大きな影響があるということは覚悟しておいた方がよいと

いう気はしています。ただ、それだけ多くの方たちが今の

住宅にそのまま住み続けることは考えにくく、転居される

こともあり得るだろう。そうすると、かなり大きな新たな
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第１２図 高齢者の世帯構成比 

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」



住宅需要が生まれることも考えられるわけですから、そこ

でまた新たなビジネスチャンスもあるという見方もできる

と思います。 
白書では、どういうインパクトがあるだろうかというこ

とで幾つかアンケートをしています。ここに示してあるの

はその一つでして、116 ページの下には、６５歳以降暮ら

したい家族構成を尋ねた結果が載せてあります。夫婦二人

というのが一番圧倒的に多くて、同居を希望する人は少な

い。隣居、近居、俗に言うスープの冷めない距離で住みた

いという方も２番目に多いという結果が表れています。そ

うすると、こういった方々のためのライフスタイルに合わ

せた住宅ニーズというのもあるのかなという気もします。 

それから、団塊の世代の方々に今住んでいるところから転

居する意向がありますかと聞いたのが第１４図です。転居

の予定がある、あるいは計画中である、つまり転居の意思

が非常に強い方は４.７％とそれほど多いわけではありま

せんが、今後生活条件が変われば転居の可能性があるとい

う方が３５.３％と結構おられますので、潜在的な需要も含

めれば転居割合というのは結構高いと言っても、それほど

乱暴ではないと思います。 
さらに、第１５図は転居にあたってどういうことを重視

しますかと聞いてみました。奥さんが働いているか否か、

常勤か非常勤かという分類で聞いてみますと、興味深い結

果が表れています。「価格や家賃」の条件が一番重要だとい

4.7 35.3 46.1 12.2 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今後転居予定あり又は計画中 今後生活条件が変われば転居の可能性がある
今後転居することはまずないと思う わからない・考えたことがない
無回答

第１４図 現住居からの転居意向

資料：国土交通省「これからの住まい方と不動産についてのアンケート（平成１６年１月）
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非常勤(n=69)

非共働き(n=248)

第１５図 転居にあたっての重視する項目 

（共働き世帯の妻の雇用形態別） 

資料：国土交通省「土地・住宅の需要とライフスタイルに関する意識調査」 
   （平成１６年２月） 
 注：設問は「将来転居計画がある」、「またはいずれ転居したいとする人」が転居 
   するにあたって重視すること。 



うのは、当然でしょう。２番目に「広さ」の条件ですが、

駅から近い、通勤時間など「交通が便利」なことを強く重

視されているのが、共働きで奥様が常勤だという世帯の特

徴で、奥様の意向が強く反映されていて、交通の便利なと

ころに行きたいというところを重視しています。共働きで

ないところでは、むしろ買い物とか病院とか、生活に便利

なところを重視している。ですから、うがった見方をしま

すと、転居の意思決定のキャスティングボードは、どうも

だんなさんじゃなくて奥さんの方が握っているような気も

します。 
 
 
■宇都宮市豊郷台の事例 
 

今回の白書では、去年までの白書以上に、さまざまなト

ピック、コラムを入れて、難しい言葉の解説とか、事例を

紹介しています。117 ページはその一例で、宇都宮市の豊

郷台という所を紹介しています。その町では町並みをよく

するために住民の皆さんが中心になって自分たちで約束事、

ルールを作って建築協定や緑地協定を結んで、よい町並み

を作っていこうと活動されている事例を紹介したものです。

その住宅団地の平面プランや写真は本文に載せています。

ここにお示ししているのは地価ですが、宇都宮市の全体の

住宅地平均の地価はどんどん減っていますが、豊郷台の方

は減り方が地価がほとんど下落していない、最近は逆転し

ているということで、つまり相対的に価値が高いというこ

とが言えると思います。つまり住民の方が中心になって美

しい町並み、景観を保全していくことがなされると、それ

が地価にきちんと反映されることの一つのいい例として掲

げました。参考にしていただけると思います。 
 
 
■社会・経済環境の変化と土地への影響 
 
それから次に、社会・経済環境の変化と土地への影響で

すが、土地取引の件数については、先ほど申し上げました

ように全国的には停滞していますが、東京を中心に増えて

います。オフィスについては、２００３年問題が広く取り

上げられ、結果としては景気が回復したということもある

と思いますが、懸念されたほどの空室率の悪化は起きてい

ないと言われています。したがって、２００３年問題はな

かった、無事に過ごしたのというのが大方の見解だと思い

ますが、私の個人的な見解は全然違っており、真の２００

３年問題というのは、そういう問題ではない。世上言われ

ているのを短期の２００３年問題とするならば、むしろ長

期の２００３年問題が重要ではないかと思います。オフィ

ス建設なりオフィスの市場というのは一過性のものではな

く、長期のオフィス需要動向も含めて成立しているものだ

と思いますが、そういった長期的な観点から見ると、ある

比較的短い期間内に東京の都心という限定されたエリアで

大量の供給が相次いでいる。しかも、今後もそれが見込ま

れるということが、長期的に見たときにどういう影響を及

ぼすか、これが本当の２００３年問題だろうというふうに

思います。 
結論を言いますと、短期的にはともかく長期的には床需

要がそれほど画期的に増えるとは思えない東京市場で、こ
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第１層目移転(n=190)

第２層目移転(n=40)

         第１８図 移転の目的            （複数回答） 
第１層目移転：東京２３区内で２００２年及び２００３年に竣工した延べ床面積１万㎡以上のビルに 
       ２００３年末までに移転・入居したテナントに対するアンケート調査。 
第２層目移転：上記のテナントが移転前に入居していたフロアに移転・入居したテナントに対する 
       アンケート調査 

資料：国土交通省「オフィス移転実態調査」（平成１６年１・２月） 



れだけ比較的短い期間内に大量に供給されるということは、

必ずその市場の構造を大きく変化させる。簡単に言えば勝

ち組と負け組みの差、格差がもっと大きくなる非常に厳し

い市場になるだろうと見ています。その始まりが２００３

年であるということではないか。これは私の個人的な将来

予想ストーリーですから当たるかどうかはわかりませんが、

私はそういうふうに見ています。 
第１８図を見ていただくと、２００２年、２００３年に

竣工した新しいビルに移転した方、そして移転のため出て

行ったビルに次の企業が入る２層目移転、２次的に入って

くる方にアンケートをしましたが、非常に興味深い結果が

表れています。１層目移転、つまり近・新・大のビルに入

ったテナントに、そこに入った理由を聞くと、分散したオ

フィスを集約する、執務環境の改善、セキュリティー、Ｉ

Ｔといったことが非常に重視されている。つまり自分たち

の事務環境の一種の質的向上を図っていると言えます。そ

れに対して、２層目移転、つまり近新大のビルに移って空

いてしまった中古のフロアに入った方にどうして入ったか

ということを聞くと、スペースを増やすという理由が一番

多い。ですから、一種の第１層目移転が質を狙っていると

極論しますと、第２層目は量を狙っていると言っていいか

と思います。それから２番目の理由オフィスコストの削減

ですから、直接的に金を減らしたいという経済動機がある。

こういう１層目移転と２層目移転の意識の差が非常に明確

に出ているということが表れています。 
ビル選定の理由について聞いたのが第１９図ですが、こ

れについても１層目移転と２層目移転とは違いが出ていま

して、２層目移転の方は例えばアクセスの利便性が高い、

これはやはり通勤コストで優先されていると思うんですが、

そういったコスト面を２層目移転の方は重視されている。

賃料もそうですね。１層目移転の方は２層目移転よりは快

適性とか耐震性、ＩＴ、セキュリティーを重視されている

資料：国土交通省「オフィス移転実態調査」（平成１６年１・２月） 
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第１９図 ビル選定の理由 

第２０図 蒲田地区 工場撤退後の用途（平成２年→平成１５年：面積ベース） 
合計：353,549㎡ 
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資料：国土交通省調べ 



ということで非常に顕著な差が出ています。いずれにせよ

近・新・大のオフィスに質的向上を狙ったテナントが入る。

その後の中古のオフィスに量的向上を狙ったり、コスト意

識の高いテナントが入って埋っていく。現在の東京だけか

もしれませんけど、オフィス市場における一種のフィルタ

リング現象と言えるでしょう。ただ、フィルタリングがフ

ィルタリングである限りにおいては、最終的にどこかの床

が余っていく。理想的には最後に余った床が再開発、リサ

イクルされて、また埋まっていくという好循環が生まれて

いけばよいのですが、そうならなければ私の言った長期的

な２００３年問題が起きて、勝ち組と負け組みの差が出て

くると思います。 
次に、工場用地についても利用転換が見られ、有効利用

が進んでいると言えます。第２０図は大田区の蒲田で工場

が撤退した後の土地利用状況を示していますが、６７.２％

が集合住宅ということですから、工場跡地をマンションに

という傾向がこの数字で明確に表れていると思います。 
第２１図は北関東地域の工場跡地の用途転換の状況を見

ています。立地を見てみると、東北自動車道、関越という

高速道路沿いに立地している工場跡地の用途転換が非常に

活発に行われており、アクセスが重視されている結果だと

思いますが、転換後の用途もアクセスの良さを反映して、

商業・サービス施設、倉庫・物流系に多く転換されていま

す。 
 

第２１図 北関東地域の工場跡地用途転換 

状況 

             （件数ベース） 

用途 件数 

商業・サービス施設 １７

集合住宅 ８

倉庫・物流施設 ８

遊休地 ８

研究機関・オフィス ６

医療・福祉施設 ３

公共の集客施設 １

用途不明 ７

合計 ５８

    資料：新聞記事、聞き取りにより作成。 

 

118 ページ下に表が示してありますが、賃金その他のコ

ストの安い中国など外国に立地しないで、あえて戦略的に

国内で工場を立地するというケースもあります。もちろん

量的には大きくないわけで、業種も液晶とかデジタルカメ

ラとか先端産業の勝ち組の企業が戦略的に国内に投資して

いるということです。こういったことが現在の我が国の土

地市場で起きている変化ということになります。 
 
 
■土地の有効利用のための課題と取組 
 

119 ページの第４節ですが、繰り返しになりますが、現

在の我が国の土地市場は利用価値に応じて価格が形成され、

その結果、より適切に利用されるという市場の本来の機能、

市場メカニズムが発揮される条件が整いつつあると考えら

れます。したがって、こういった状況をさらに推し進めて

土地を有効に利用していくためには、土地利用に関するき

ちんとした計画があるということを前提に、市場メカニズ

ムを通じて適正な資源配分を実現するということが望まし

い。そのための条件整備を進めていくことが、これからの

土地政策の役割だと考えています。 
 
 
■土地情報の整備・提供 
 
そういった観点から、現在、土地政策に求められている

ことについて考えてみますと、第一は、土地情報の整備、

提供が挙げられます。の第２２図は昨年、一般国民の方々

にアンケートした結果ですが、不動産取引に関する印象を

伺うと、５５.３％、６割近くの方が「難しそうで分かりに

くい」、２３.４％の方が「何となく不安」と答えておられ

ます。非常に多くの方が不動産取引に関してネガティブな

印象を持っておられるということです。国民の皆さんとい

うことは市場のお客さんなわけですから、お客さんがこう

いうネガティブな印象を持っておられるということは今後

不動産取引を活性化する、あるいは市場を拡大、発展させ

ていくためには非常によくないことである。この印象を払

拭するためには土地市場の透明性を高めることが重要だと

思うのですが、そのための重要なツールとして、取引価格

と物件の属性についての情報を国民の方がきちんと入手す

るということ、オープンにしていくということが非常に重

要だと思うわけです。もちろん既に「不動産ジャパン」と

かレインズ、私どもがやっている地価公示等も含めて、さ

まざまな形でさまざまな情報が提供されてはいます。しか

し、リアルタイムで、実際の取引価格、個々の物件の属性

情報といった細かい情報までは、さすがにオープンにはな

っていないわけです。 
このように市場における情報が不足しているためにどの

くらいコストがかかっているかを一定の条件の下で推計す



ると、首都圏と関西圏の合計でも１兆８，０００億円近く

のコストがかかっています（詳細は「平成１６年版土地白

書」２９０ページ参照）。 
そこで、取引価格・属性情報の公開制度の導入が論じら

れることになるのですが、これに対して国民の意識を聞い

たところ、第２３図に示したとおりです。不動産取引価格

の情報を公開する制度を導入することに賛成かどうかとい

うことを聞きますと、全体としてはほぼ６割の方が賛成を

されています。特に、現在検討しておられる方については

４分の３の方が賛成をされているという状況にあります。 
ただ、すべての情報が知られても良いかという点につい

ては、いくつかの問題があります。まず、プライバシーの

問題については、土地の実売価格や賃料のように一般的な

取引対象物件の単なる購入価格自体などが個人の尊厳に深

く係わるとは考えられず、また、いくらで土地を買ったか

という情報が集積しても、そこから何らかの人格に係わる

事実が引き出されるとも考えにくいことから、実売価格な

どを開示したとしても、憲法上のプライバシーには当たら

ないというのが法律学者の通説です。 
また、個人情報保護の問題もあります。来年４月１日か

ら行政機関個人情報保護法と個人情報保護法が施行されま

す。これら法律は個人情報全般について国民の権利、利益

を保護するという目的で、行政機関や個人情報を取り扱う

事業者に対していろんな義務を課しており、不動産・土地

取引に関わる業界の皆さん方にも当然適用されるわけです

から、業者としての守秘義務に加えて、個人情報保護法の

義務もかかってくるという状況にあります。このように、

個人情報はきちんと守られなければならないという原則、

ルールに従う必要がありますので、むやみやたらに出せば

いいということではもちろんないわけです。 
それから、今まで出してないものを出すことに対しては、

心理的・感情的な抵抗もあります。その点についても考慮

していく必要があると思いますが、第２４図で、自分自身

の取引価格が一般に知られることについてどう思いますか

55.3 23.4 14.7 3.8
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0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

難しそうで分かりにくい 何となく不安

他の物の取引と変わらないので特に不満はない 分かりやすくて簡単

その他 無回答

第２２図 不動産取引に関する印象 

資料：国土交通省「不動産取引価格情報の提供制度の創設に関する意識調査」（平成１５年８月） 
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第２３図 取引価格情報公開制度導入の賛否 

資料：国土交通省「不動産取引価格情報の提供制度の創設に関する意識調査」 



と聞いています。物件の所在や個人名まで公表されても構

わない、つまり全部オープンにされてもいいという方は全

体で１０.１％、１割ですから、やはり多くはありません。

これに対して、物件の所在は出してもいいが、自分の名前

は出してほしくないという方が３０.７％。それから、名前

も出して欲しくないし、物件も簡単に特定されないように

してほしい、何丁目何番地何号とか、マンションの何号室

という特定はされない限りにおいて、それ以外の情報、価

格も含めてオープンになってもいいという方が２２.０％

ですから、全部足しますと６割強の方は、ある程度のマス

キングをして、個人名と物件の所在をわからないようにす

れば、それ以外の情報についてオープンにしても良いとい

うことです。したがって、それなりの処理をして個人情報

保護に配慮した上で取引価格や物件の属性についての情報

をオープンにすることについては国民の理解を得られてい

ると言ってよいと思います。こういった国民の意識を踏ま

えつつ、土地市場をよりオープンにして透明性を高めて土

地取引がきちんとなされるようにするという政策的な観点

から、私どもとしては今後土地取引情報の開示システムを

整備していくこととしており、今年度は整備のための予算

をいただいていますので、システムを構築して、来年度か

ら試行的にオープンにしていきたいと思っています。最終

的に法律制度の形で全国的にやっていくことについては、

実際にやってみた結果、成果を検証、評価した上で改めて

考えていきたいと思っています。 
取引情報が市場で提供される、国民の皆さんに提供され

るということは、お客さんのため、国民にとっての利益と

いうこともありますが、さらにこういうことによって不動

産の鑑定評価、地価公示も含めた鑑定評価の精度が向上す

るという効果もあります。そういった意味では、それらに

携わっておられる方々にとってもメリットがある。 
また、実取引情報を活用してより信頼度の高い価格設定

やより説得力のある価格提示が可能になりますから、自ら

の取引や仲介業務に役立てるという意味で不動産業者の

方々にも有用なシステムであると考えています。 
不動産情報の新たな商品を創出するなど、ビジネスチャ

ンスも広がるでしょう。このように、不動産業界にとって

も大きなメリットがあると言えます。 
さらに、実取引情報、リアルの情報がなるべくリアルタ

イムで公開されオープンになることにより、かつてのよう

な地価バブル現象を防止できる。極めて限られた情報によ

って皆さんが疑心暗鬼になってどどどっとブーム的に動く

といったことがなくなって、今後地価バブルがもう一度来

るかどうかわかりませんが、仮にそれに近いような状況が

起きてもかつてのようなことは起きない、地価バブル防止

効果も期待される。そういった意味では、市場全体、ある

いはこの土地、あるいは不動産にかかわっておられる業界

の方々全体にも利益があると考えています。 
なお、この土地情報の整備、提供は、インターネットや

ＧＩＳを活用して広く国民や業界の皆さんに提供すること

を検討しています。 
 
 
■地籍調査の推進 
 

120 ページですが、地籍が土地の最も基本的な情報であ

ることは言うまでもありませんが、それにもかかわらず整

備されていないのが現状で、全国では４５％、都市部では
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第２４図 自分自身の取引価格が一般に知られることについて 

資料：国土交通省「不動産取引価格情報の提供制度の創設に関する意識調査」 



１８％、一番低い大阪では２％しか地籍が整備されており

ません。逆に言うと大阪は９８％の土地が地籍がよくわか

らない。そういう状況で都市再生をやろうと思ってもなか

なかやりにくいだろうということで、国土交通省としては

「都市再生街区基本調査」の導入により、道路や区画整理

などの事業で作られた情報も活用して地籍整備を推進して

います。この地籍整備の進捗率をどんどん高めていきたい

と思っています。 
 
 
■不動産鑑定評価制度の充実 
 
この間の国会で地価公示法を改正していただきまして、

現行法では都市計画区域内に限定されている地価公示の対

象地域を都市計画区域外の土地取引が相当程度見込まれる

地域に拡大するなど、不動産取引の円滑化と適正な地価の

形成を図るための改正が行われました。 
また、121 ページですが、不動産の鑑定評価に関する法

律を改正していただきまして、不動産鑑定士の資格取得制

度について簡素・合理化をして資格を取りやすくするとと

もに、資格を取った後の実務修習の導入などにより、不動

産鑑定士の資質の向上も図ることとしました。さらに、不

動産鑑定士の業務に関して、不動産の鑑定評価のみならず、

不動産鑑定士の名称を用いて不動産の取引や投資に関する

相談に応じる業務（コンサルティング業務）についてもで

きることを法律上明記しました。 
 
 
■土地税制の改正 
 
４番目の課題が土地税制ですが、これについては平成１

５年度税制改正、それから今度の１６年度税制改正と２カ

年にわたり、非常に大幅かつ抜本的な見直しをやっていた

だきました。私の見るところでは、この１５年度、１６年

度税制改正において、我が国の土地税制・不動産税制の大

枠については、長期的・構造的な整備は完了したと思いま

す。 
ただ、これ以上改正する余地が全然ないとまで言うつも

りもありません。私の昔からの持論ですが、流通課税につ

いてはなお一層の軽減の余地があるのではないかと個人的

には思っていますが、これはまた議論されると思います。

基本的には１５年度、１６年度でかなり完成の域に近づい

たと言っていいのではないでしょうか。 
 
 

■不動産証券化市場の状況 
 
５番目の課題が不動産証券化市場ですが、先ほど国土交

通省としてこれからやろうとしている土地情報の整備、提

供はインターネットやＧＩＳを活用して行うと申し上げま

したが、それだけではなくて、それを利用して加工してイ

ンデックスを作ることも考えています。現在でもさまざま

なインデックスが出されていますが、そのほとんどが地価

公示がベースなわけです。それを地価公示ではなくて、リ

アルな取引価格、取引情報をベースにインデックスを作る

ことができれば、今のインデックスよりはるかに精度の高

いものが、かつリアルタイムで、つまりタイミングの面で

も精度の面でもはるかに今より向上したインデックスが皆

様方に提供できることになります。そういたしますと、不

動産証券化市場においてもよりよい影響を与える。すなわ

ち、より使いやすい、よいインデックス指標が使えるとい

うことで、証券化市場においてもメリットがあると考えて

います。 
 
 
■定期借地権制度・定期借家制度の活用の推進 
 
それから122ページですが、定期借地権制度・定期借家

制度の活用の推進。定期借地は平成３年から、定期借家は

平成１１年から導入されていますが、その活用を推進する

ということです。特に、非住宅を目的とした事業用借地権

は、現在の制度が１０年から２０年間になっています。一

般的借地が５０年以上ですから、２０年から５０年の間で

は定期借地が使えない。譲渡特約付き借地権を使うと３０

年以上ではできますが、それにしても２０年と３０年の間

では定期借地という制度を使う余地が全くないわけです。

これは当時の法務省の考え方もあって、こういう制度にな

っていますが、現在考えてみますと２０年を超えた上物投

資をした場合に事業用借地を使うと、結局、一種の投資の

むだといいますか、採算性も非常に悪くなる。上物の耐用

年数、あるいは事業の予定年数、例えば３０年ぐらいここ

で商売したいというときに、それに合わせた定期借地権が

設定できれば合理的なわけです。そこで、事業用借地の２

０年の存続期間を変えてほしいという要望が非常に強いの

です。先般の国会では残念ながら法案提出に至らなかった

のですが、次の国会には法案も提出されて改正がなされる

ということを期待したいと思っています。 
123 ページは、土地の利用価値を高め、有効利用を図る

取組で、（１）環境・景観保全の取組で、景観法が先般の国

会で成立しましたが先月の講演会でご説明があったので、



これについては省略させていただきます。それから、（２）

農地・山林を活用する取組も省略させていただきます。 
124 ページ以降が土地に関する動向ということで、これ

もデータ、数字等ですし、地価の動向もご案内のとおりで

すので、省略させていただきたいと思います。 
以上が土地白書の第１部に当たる、平成１５年において

行った施策についてのご説明です。 
126 ページ、127 ページは土地白書の第２部に相当する

部分で、平成１６年度において講じようとする基本的な施

策ですが、先ほどの話の中で、ほとんど網羅的にお話させ

ていただきましたので、ダブることになりますので、これ

は後でごらんいただくことにいたしまして、私の話は以上

で終わらせていただきます。 
 
 
■質疑応答 
 
（質問者Ａ） 112 ページ目の３番の不動産証券化市場の

拡大のところについて、教えていただきたいんですけれど

も、３点ほどございます。 
まず一つ目は、７年間の累計額が１２兆７，２５０億円、

かなり大きな数字のような気がするんですけれども、この

１２兆７，２５０億円という数字に対して、どのような評

価を国交省の方ではされているのか教えてください。 
二つ目が、１４年度から１５年度にかけて、かなり急激

に大幅に増加をしているのですが、別添の資料を見ても、

特に１４年度から１５年にかけて企業がＪリートへ多くの

土地を売却していることが、このグラフから見てとれるん

ですが、Ｊリートとの取引額がこれほど伸びた原因として

は減損会計のほかに何か税制上の優遇措置がとられている

のか、ほかの理由があるのかが２点目。 
３点目は、地価が利用価値に応じて形成される傾向が強

まっているということですが、今後のＪリートの資産価値

を高めて運用するということで、Ｊリートの物件の周辺の

地価というのは上昇しているのかどうかといったそういっ

た分析をされているなら教えていただきたいと思います。 
（周藤） まず最初の点、１２兆７，２５０億円自体に対

する国土交通省としての評価についてですが、市場の中で

のこの数字を政策的にどう評価するかについて、現時点で

国土交通省としての公式見解はありませんが、極めて着実

に証券化実績が増えてきていますし、今後もっと増えてい

くだろうという見込みは持っています。どの水準が適当か

というような一種の相場観的な考え方を国土交通省として

持っているわけではもちろんございません。ただ、不動産

市場全体の活性化を図ることも目的の一つとして証券化に

関する制度を導入したわけですから、どんどん使われると

いうことは政策目的からは非常に良いことだと見ています

し、今後ともますます発展していくだろうという見通しは

持っています。ですから、数字自体についての良し悪し的

な判断までは言えませんけども、そういった定性的な評価

はしています。 
次に、平成１４年から１５年にかけて増えた理由ですが、

税制など関連制度が変わったわけではないので、いわゆる

制度要因はありません。市場要因だと思います。すなわち、

供給サイドの要因としては、証券化の関係者の皆さん方が

さまざまな商品をお作りになって、積極的にお売りになっ

たことが挙げられるでしょう。その背景には、対象物件の

持ち込みもたくさんあったということもあると思います。

それから、需要サイドの要因としては、投資家の認知が高

まったことで、株式なども含めた我が国の資産投資市場の

中で評価が高まって、いい投資対象だ、いい商品だという

ことで投資家の意欲も高まった。特に、年金、保険、地銀

などの機関投資家が巨額の資金を抱えていて投資先を物色

する中で、パフォーマンスの良さに着目して積極的に動い

たことが一番大きな要因であると思います。このように市

場における需給双方に拡大要因があったということが言え

ます。 
それから３番目に、今非常に高い評価を受けている物件

の周りの地価がどうなっているかということですが、特別

の調査等をしているわけではありませんが、先ほど申し上

げたように、「地価の個別化」ということから考えれば、必

ずしも昔のように、ある通りの１カ所で何か高い評価がつ

けられた、あるいは高い取引があったからといって、周り

がすべて一律に上がったり、下げどまるような状況ではな

いと思います。個別にそれぞれ価格が形成されていて、買

った方は自分の商売なり特定の目的があって、その目的の

ためにこれぐらいならペイするだろうと思って買っておら

れる。Ｊリートの場合も同様で、その物件の収益性が高い

というパフォーマンスの良さから、そういう高い評価がさ

れているわけであって、それはその物件特有の状況ですか

ら、周りに直ちに影響が及ぶような状況ではないと思いま

す。いや、そうじゃなくて、そろそろ全体的な動きがある

と言われる方も一部にはおられますが、私は、まだそこま

では行ってない、かつての地価バブルのような状況ではな

いと私は見ています。 
 
（質問者Ｂ） 120 ページの地籍調査の推進ですが、私ど

も不動産業に携わっている者で土地の境界が画定している

と何事も非常にスムーズに運ぶと常々思っているんですけ

れども、境界の画定についての進捗状況と、それから先般、



新聞で登記所が境界画定に直接携わる、そこに持ち込めば

登記所で確定するという、画期的な記事を見たのですが、

これは法務省管轄だと思いますが、政策的にリンクしてい

るのでしょうか。 
（周藤） 私どもは、都市再生や地域再生を政府全体とし

て取り組む施策として進めていく中で、そもそもベースと

なる土地についての情報、一番重要な地籍あるいは境界が

はっきりしていないことは重要な問題だという認識があっ

て、私ども国土交通省は地籍を所管していますので、地籍

の進捗率を上げようということで計画も作って、予算もい

ただいていますが、計画の進捗率が余りよくありません。

これは測量をしたりして一筆ごとに確認するという非常に

細かい手間暇かかる作業で、しかも市町村でやっていただ

いているので、市町村の熱意によっても違います。そこで、

平成１６年度予算では「民活と各省連携による地籍整備の

推進」ということで、国が直轄で街区の外枠となる官民界

の座標を調査する「都市再生街区基本調査」を新規に行う

こととしています。また、民間の開発事業や道路台帳など

の既存図面の組み合わせにより地籍調査素図を整備して、

これを電子化し、これを元に正式な地図化を図ることとし

ています。 
そして、この電子地図は国土交通省、国土地理院、法務

省の間で共有化することとしていますから、法務省におい

て電子地図を元に正式な地図化をするのに役立てていただ

くわけですが、境界の確定に法務局が関与して迅速に正式

な地図とするための法整備を行うこととなっています。そ

れがご質問にあった新聞報道です。現在パブリックコメン

トをやられていると思いますが、それを受けて次期国会に

法案を出されると聞いています。裁判所に行かなくても法

務局で簡易な手続で境界確定をやっていただくことについ

ては、私どもとしても大いに期待しているところです 
このように私どもの地籍整備の推進と法務省の新しい法

律とが連携して、円滑な都市開発、適正な土地取引、登記

所の正式地図化の推進が図られると考えています。 
 
（質問者Ｃ） 来年度から土地情報システムの試験運用と

いうか、整備を図られるというお話があって、その中でイ

ンデックスの活用にも使えればなというご説明いただいた

んですけれども、そのインデックスの整備についても国交

省さんの方でまた具体的に何かやられるというか、以前ガ

イドラインみたいなものをお出しになっていると思うんで

すけれども、そこからまた一歩進められるのかどうかとい

うところを確認したいんですが。 
（周藤） インデックスを作る際のガイドラインについて

は、既に出させていただいていますが、インデックスその

ものについて今まで国交省で直接作ったりしてはいません。

今回、土地取引情報について私どもで収集して公表すると

いうこととしており、このことがまず一番重要ですが、さ

らにその次の段階のステップとして、そういう情報を加工

してインデックスとして出すことも非常に有意義であると

考えて、併せて検討していますが、それを国自身がやるか

どうかは現時点で確定していません。インデックスについ

ては、国がやるよりも、例えば土地総合研究所のような中

立的なところが出していただくというのもあるでしょうし、

その内容や出し方について現在勉強しています。 
 
（質問者Ｄ） 冒頭で今回の白書では、バブル以降の振り

返り、総括をされ、政策の見直しを打ち出したんだという

ことをおっしゃっていただきました。その総括については、

なされていることが多々ご説明いただいたのですが、その

見直し、あるいは政策の転換というのがどういうその考え

方といいますか、具体的にどういうことなのかということ

なんですが、今ご説明いただいた119ページあたりの第４

節にあります上から５行目ぐらいでしょうか。「土地利用に

関する計画を前提に、市場メカニズムを通じて適正な資源

配分を実現」と。よりその市場メカニズムを重視していこ

うと、こういうお考えに転換されているというような、そ

ういうふうに理解したらよろしゅうございましょうか。 
（周藤） 非常にいいご質問をしていただきました。これ

までを振り返るとともに、今後の政策転換のあり方の方向

を示すと申し上げましたが、前者については白書の中で細

かく書かれています。後者の今後の政策のあり方の方向性

については、それほど詳しくは書いておりません。ただ、

その精神は今読んでいただいたとおりです。我が国におい

ては市場メカニズムを発揮させるというのが政策の基本だ

とされていますので、それに基づき、具体的にどういう政

策をどういう局面でどういうふうに打っていくか。これま

での施策をもう一回検証し直して再構築する必要があるも

のについては改めるということは、石原大臣の強いご意向

でもありまして、現在、国土審議会の土地政策分科会、昔

の土地政策審議会ですが、そこでこうしたテーマについて

見直しといいますか、検討しようということで、去る５月

２８日の会合でその点を確認していただきました。ですか

ら、これから土地政策分科会の場で今後の政策のあり方に

ついて具体的に検討していただくことになります。したが

って今回の白書では、その具体的な中身についてまでは触

れておりません。ただ、精神については今申し上げました

ように、基本的には計画を前提に市場メカニズムを通じて

やっていくということで、そのための基盤整備を政策で果

たしていくということです。 




